
マンションの管理の適正化の推進に関する法律に基づく 

管理計画認定制度事務処理要領 

 
制定 令和４年３月 29日付３住住マ第 310 号 

第１ 目的 

この要領は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成 12 年法律第 149 号。

以下「法」という。）第５条の３から第５条の 10 までの規定に基づき、マンションの管理

に関する計画（以下「管理計画」という。）の認定等を実施するに当たり必要な事項を定め、

当該事務を円滑かつ公正に行うことを目的とする。 

第２ 認定申請 

１ 管理組合の管理者等は、法第５条の３第１項の規定による認定の申請をしようとする

ときは、マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則（平成 13 年国土交通省

令第 110 号。以下「省令」という。）別記様式第１号による申請書の正本及び副本に、そ

れぞれ省令第１条の２第１項各号の書類（以下「添付書類」という。）を添えて、知事に

提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、認定の申請を公益財団法人マンション管理センター（以下

「マンション管理センター」という。）が運営する管理計画認定手続支援システム（以下

「支援システム」という。）により行うときは、申請書の正本及び副本並びに添付書類の

提出に代えて、支援システムに省令別記様式第１号の記載事項を記録し、及び省令第１

条の２第１項各号の書類の電磁的記録をアップロードすることにより行うことができる。 

３ 知事は、１又は前項の規定による認定の申請があったときは、当該申請に係る手数料の収

納のための納付書を発行し、認定の申請を行った管理組合の管理者等（以下「申請者」とい

う。）に対し交付するものとする。 

４ 知事は、第３の１の審査の前に、１又は２の申請に係る手数料（マンションの管理の

適正化の推進に関する法律関係手数料条例（令和４年東京都条例第 32 号。以下「手数料

条例」という。）に定めるもの）の収納を確認しなければならない。 

５ 知事は、第１号様式により、認定の申請について適切に管理するものとする。 

第３ 審査及び認定 

１ 知事は、第２の１又は第２の２の規定による認定の申請があった場合において、その

内容及び添付書類に不備がなく、かつ審査により管理計画が別紙１の基準に適合すると

認めるときは、管理計画の認定をしなければならない。 

２ 知事は、管理計画が別紙１の基準に適合することの確認を、それぞれ別紙２に定める

確認対象書類、確認事項、確認方法及び留意点その他審査に必要な書類に基づき行うも

のとする。 

３ 知事は、第２の１又は第２の２の規定による認定の申請があった場合において、その

内容及び添付書類に不備があるときは、速やかに、申請者に対し相当の期間を定めて、

当該申請の補正を求めなければならない。 

４ 知事は、１の認定をしたときは、省令別記様式第１号の２による通知書に申請書の副

本及びその添付書類を添えて、その旨を当該認定を受けた者（以下「認定管理者等」とい



う。）に通知しなければならない。ただし、支援システムに省令別記様式第１号の２の記

載事項を記録して認定するときは、この限りでない。 

５ 知事は、１の認定又は第４の不認定をしたときは、その旨を認定マンションの所在す

る町村の長に通知するものとする。 

６ １の認定及び４の通知は、別に定める標準処理期間内に行うものとする。 

第４ 不認定 

 知事は、第３の１の審査の結果、管理計画が別紙１の基準に適合しないと認めるとき又

は第３の２の求めによっても不備が補正されないときは、遅滞なく、第２号様式により申

請者に通知しなければならない。 

第５ 認定マンションの公表等 

１ 知事は、第２の２の規定による申請があった場合において、認定を受けた際の公表を

承諾する旨を示す管理計画を認定したときは、マンションの名称、所在地、認定日、認定

コード（認定したマンションに対して知事が付与するもの）等の情報を公表することが

できる。ただし、公表の対象となるこれらの情報について、申請者から特段の意思表示

があった場合は、この限りでない。 

２ 第２の１の規定による申請があった場合において、認定を受けた際の公表を承諾する

旨を示す管理計画を認定したときは、マンション管理センターがその運営するＷＥＢサ

イト上でそのマンションの名称、所在地、認定に当たって付与するコード等を公表でき

るよう、知事は、マンション管理センターに対し認定の実績に係る情報を提供するもの

とする。ただし、支援システムを経由して認定の申請があったマンションについては、

既に支援システムにその名称、所在地、認定日、認定コード等の情報が記録されている

ことから、特段の情報提供は要しない。 

３ 知事は、第 11 の２の規定により認定を取り消した場合において、１及び２の規定によ

り認定したマンションの情報を既に公表しているときは、遅滞なく公表を取りやめるも

のとする。なお、マンション管理センターが当該情報をその運営するＷＥＢサイトで公

表しているときは、速やかにマンション管理センターに対して、公表を中止するよう依

頼しなければならい。 

第６ 認定申請の取下げ 

 申請者は、第３の１の認定の前に第３号様式により知事に届け出ることにより、認定の

申請を取り下げることができる。なお、認定の申請を取り下げた場合の既納の手数料は、

手数料条例第３条により、原則として還付しない。 

第７ 更新 

１ 法第５条の６第１項の認定の更新に係る申請は、認定に係る有効期間の満了日の前日

から起算して一月前の日から行うことができる。ただし、第８の２及び第８の３の規定

により法第５条の４の認定を受けた管理計画の変更（省令第１条の９で定める軽微な変

更を除く。以下同じ。）をしようとするときは、当該変更に係る申請の前に認定の更新に



ついて申請することはできない。 

２ 第２から第６までの規定は、法第５条の６第１項の認定の更新について準用する。 

第８ 変更 

１ 認定管理者等は、法第５条の４の認定を受けた管理計画の変更をしようとするときは、

変更が生じる事実のあった日の翌日から起算して１年を経過する日又は認定に係る有効

期間の満了日の前日から起算して二月前の日のいずれか早い日までに、省令別記様式第

１号の５による申請書の正本及び副本に、それぞれ添付書類のうち変更に係るものを添

えて、知事に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、変更が生じる事実のあった日が認定に係る有効期間の満了

日の前日から起算して三月以内の日であるときは、当該有効期間の満了日までに、省令

別記様式第１号の５による申請書の正本及び副本に、それぞれ添付書類のうち変更に係

るものを添えて、知事に提出しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、第 10の改善命令に基づき当該改善命令に係る措置として

管理計画の変更を申請するときは、当該改善命令により指定された日までに、省令別記

様式第１号の５による申請書の正本及び副本に、それぞれ添付書類のうち変更に係るも

のを添えて、知事に提出しなければならない。 

４ 第２の１、第２の３から第４まで及び第６の規定は、法第５条の７第１項の変更の認

定について準用する。 

第９ 報告の徴収 

知事は、法第５条の８の規定により、認定管理者等（法第５条の４の認定を受けた管理

計画（法第５条の７第１項の変更の認定があったときは、その変更後のもの。以下「認定管

理計画」という。）に係るマンション（以下「管理計画認定マンション」という。）に係る管

理組合に管理者等が置かれなくなったときは、当該管理組合を構成するマンションの区分

所有者等。第 10及び第 11 において同じ。）に対し、管理計画認定マンションの管理の状況

について報告を求めるときは、第４号様式により行うものとする。 

第１０ 改善命令 

 知事は、法第５条の９の規定により、認定管理者等に対し改善に必要な措置を命ずると

きは、認定管理計画に従って管理計画認定マンションの管理を行っていないと認める日か

ら１年以内の期限を定めて、第５号様式により行うものとする。 

第１１ 認定の取消し 

１ 認定管理者等は、法第５条の 10第１項第２号の規定により、認定管理計画に基づく管

理計画認定マンションの管理を取りやめるときは、第６号様式により知事に申し出なけ

ればならない。 

２ 知事は、法第５条の 10 第１項の規定により第５条の４の認定（第５条の７第１項の変

更の認定を含む。）を取り消したときは、第７号様式により、速やかに、その旨を当該認

定管理者等であった者に通知しなければならない。 

 
 



附 則 
この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 



別紙１

① 管理者等が定めら れている こ と 。

② 監事が選任さ れている こ と 。

③ 集会が年１ 回以上開催さ れている こ と 。

① 管理規約が作成さ れている こ と 。

②

マン ショ ン の適切な管理のため、 管理規約において災害等の緊急

時や管理上必要なと き の専有部の立ち 入り 、 修繕等の履歴情報の

管理等について定めら れている こ と 。

③

マン ショ ン の管理状況に係る 情報取得の円滑化のため、 管理規約

において、 管理組合の財務・ 管理に関する 情報の書面の交付（ 又

は電磁的方法によ る 提供） について定めら れている こ と 。

①
管理費、 修繕積立金等について明確に区分し て経理が行われてい

る こ と 。

② 修繕積立金会計から 他の会計への充当がさ れていないこ と 。

③
直前の事業年度の終了の日時点における 修繕積立金の３ か月以上

の滞納額が全体の１ 割以内である こ と 。

①

・ 期修繕計画が「 ・ 期修繕計画標準様式」 に準拠し 作成さ れ、 ・

期修繕計画の内容及びこ れに基づき 算定さ れた修繕積立金額につ

いて集会にて決議さ れている こ と 。

② ・ 期修繕計画の作成又は見直し が７ 年以内に行われている こ と 。

③

・ 期修繕計画の実効性を 確保する ため、 計画期間が3 0 年以上で、

かつ、 残存期間内に大規模修繕工事が２ 回以上含まれる よ う に設

定さ れている こ と 。

④
・ 期修繕計画において将来の一時的な修繕積立金の徴収を 予定し

ていないこ と 。

⑤
・ 期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金の総額から 算定さ れ

た修繕積立金の平均額が著し く 低額でないこ と 。

⑥
・ 期修繕計画の計画期間の最終年度において、 借入金の残高のな

い・ 期修繕計画と なっ ている こ と 。

①

管理組合がマン ショ ン の区分所有者等への平常時における 連絡に

加え、 災害等の緊急時に迅速な対応を 行う ため、 組合員名簿、 居

住者名簿を 備えている と と も に、 １ 年に１ 回以上は内容の確認を

行っ ている こ と 。

②
都道府県等マン ショ ン 管理適正化指針に照ら し て適切なも のであ

る こ と 。

その他

（ １ ）

（ ２ ）

（ ５ ）

管理組合の運営

管理規約

管理計画の認定基準

（ ４ ）
・ 期修繕計画の

作成、 見直し 等

（ ３ ） 管理組合の経理



別紙２

提出が必須である 書類
必要に応じ て提出が

必要と なる 書類

関係規程

（ 省令第１ 条の２

第１ 項）

確認方法 留意点

① 管理者等が定めら れている こ と 。

・ 管理者等を 選任する こ と を 決議し

た集会（ 総会） の議事録の写し

※管理規約で別段の定めを し た場合

は、 管理規約の写し 及びその定める

と こ ろ によ り 管理者が選任さ れたこ

と を 証する 書類（ 理事会の議事録の

写し 等

第４ 号

第５ 号

・ 集会（ 総会） の議事録で管理者等が定めら れている こ と 。

・ 管理者等に係る 特別の定めの有無（ 特別な定めがある 場合には、

管理者等の選任に係る 記載及び当該記載に基づいて選任し ている こ

と 。 ）

・ 議事録が有効なも のである こ と （ 署名（ 又は電子署名） がある こ

と 。 ） 。

・ 集会（ 総会） の議事録で管理者等が置かれている こ と を 確認する 。

・ 管理規約に管理者等の特別の定めがある 場合、 規約の定める と こ ろ によ り 管理者等が定めら れたこ と を 証する 書類（ 理事会

の議事録の写し 等） によ り 管理者等が選任さ れている こ と を 確認する 。

② 監事が選任さ れている こ と 。

・ 監事を 置く こ と を 決議し た集会

（ 総会） の議事録の写し

※管理規約で別段の定めを し た場合

は、 管理規約の写し 及びその定める

と こ ろ によ り 監事が置かれたこ と を

証する 書類（ 理事会の議事録の写し

等）

第６ 号

・ 集会（ 総会） の議事録で監事が置かれている こ と 。

・ 監事に係る 特別の定めの有無（ 特別な定めがある 場合には、 監事

の設置に係る 記載及び当該記載に基づいて設置し ている こ と 。 ）

・ 議事録が有効なも のである こ と （ 署名（ 又は電子署名） がある こ

と 。 ） 。

・ 集会（ 総会） の議事録で監事が置かれているこ と を 確認する 。

・ 管理規約で監事の職務に関する定めら れている こ と を 確認する 。

・ 管理規約に管理者等の特別の定めがある 場合は、 規約の定める と こ ろ によ り 監事が置かれたこ と を 証する 書類（ 理事会の議

事録の写し 等） によ り 、 監事が選任さ れているこ と を 確認する 。

・ 区分所有法上の監事は、 管理組合法人のみに存在する （ 区分所有法第50 条第１ 項） が、 標準管理規

約では、 法人化さ れていない管理組合においても 設置する こ と が記載さ れており （ 標準管理規約（ 単

棟型） 第35  条第１ 項） 、 そのよ う な者も 「 管理組合の業務の執行及び財産の状況を監査し 、 その監査

の結果を 集会（ 総会） に報告する 者と し て規約で定める も の」 に該当すれば、 こ の対象に含ま れる 。

・ 集会（ 総会） の議事録の有効性については、 区分所有法の規定に基づき 必要と なる 署名（ 又は電子

署名） があるこ と を確認する こ と によ っ て行う こ と を 原則と する 。

・ 管理組合法人に置く 監事は、 理事又は管理組合法人の使用人と 兼任し てはなら ないため（ 区分所有

法第50 条第２ 項） 、 兼任し ていないこ と を 確認する 。

③ 集会が年１ 回以上開催さ れている こ と 。
・ 認定申請日の直近に開催さ れた集

会（ 総会） の議事録の写し

・ 年１ 回集会を 開催でき な

かっ た場合の措置が図ら れ

たこ と が確認でき る 書類

第７ 号

・ 集会（ 総会） が年１ 回以上開催さ れている こ と 。

・ 議事録が有効なも のである こ と （ 署名（ 又は電子署名） がある こ

と 。 ） 。

・ 認定申請日の直近に開催さ れた集会（ 総会） の議事録に記載さ れた開催日を 確認する 。

・ 集会（ 総会） の議事録の有効性の確認については、 区分所有法第42 条における 議・ 及び議・ が指名する ２ 名の総会に出席し

た組合員の署名（ 又は電子署名） を 確認する こ と によ っ て行う 。

① 管理規約が作成さ れている こ と 。 ・ 管理規約の有無を 確認する こ と 。 ・ 管理規約が提出さ れたこ と を 確認する。

・ 標準管理規約に準拠し ている こ と までは審査対象と せず、 規約の有無を審査対象と する 。

・ なお、 規約の改正について新旧形式のみで保存し ている 場合も 想定さ れる が、 規約の全

体像を管理組合内で周知し 、 理解を 進める こ と も 重要である こ と から 、 規約の改正部分

を 反映し た規約全体版の作成や提出を 求める も のと する 。

②

マン ショ ン の適切な管理のため、 管理規約に

おいて災害等の緊急時や管理上必要なと き の

専有部の立ち 入り 、 修繕等の履歴情報の管理

等について定めら れている こ と 。

・ 管理規約に災害等の緊急時や管理上必要なと き の専有部分の立ち

入り についての定めがある こ と 。

・ 管理規約に修繕等の履歴情報の管理等についての定めがある こ

と 。

・ 管理規約に災害等の緊急時や管理上必要なと き の専有部分の立ち 入り についての規定（ マン ショ ン 標準管理規約（ 単棟型）

第23 条に相当する 規定） がある こ と を 確認する 。

・ 管理規約に修繕等の履歴情報の管理等についての規定（ マン ショ ン 標準管理規約第32 条（ 単棟型） 第６ 号に相当する 規定）

がある こ と を 確認する 。

・ 審査事務においては、 災害等の緊急時や管理上必要なと き の専有部分の立ち 入り 、 修繕等の履歴情

報の管理等についての規定が含まれる こ と を 確認し 、 実際の履歴情報に関する 書類の管理状況等の確

認は行わない。

③

マン ショ ン の管理状況に係る 情報取得の円滑

化のため、 管理規約において、 管理組合の財

務・ 管理に関する情報の書面の交付（ 又は電

磁的方法によ る 提供） について定めら れてい

る こ と 。

・ 管理規約に管理組合の財務・ 管理に関する 情報の書面の交付（ 又

は電磁的方法によ る 提供） についての規定がある こ と 。

・ 管理規約に管理組合の財務・ 管理に関する 情報の書面の交付（ 又は電磁的方法によ る 提供） についての規定（ マン ショ ン 標

準管理規約（ 単棟型） 第64 条第３ 項に相当する 規定） がある こ と を 確認する 。

・ 審査事務においては、 管理規約に帳票類の書面の交付（ 又は電磁的方法によ る 提供） が含ま れる こ

と を 確認し 、 実際の帳票類の書面の交付（ 又は電磁的方法によ る 提供） の状況の確認は行わないも の

と する。

①
管理費、 修繕積立金等について明確に区分し

て経理が行われている こ と 。
・ 管理費会計及び修繕積立金等会計が区分さ れている こ と 。

・ 認定申請日の属する 事業年度の直前の事業年度の集会（ 総会） において決議さ れた管理組合の貸借対照表及び収支計算書に

おいて、 管理費会計と 修繕積立金等会計が明確に区分さ れている こ と を 確認する 。

・ 預金口座の通帳では区分経理さ れている こ と を 確認でき ないため、 本項目の確認書類と し ては貸借

対照表及び収支計算書以外は認めないこ と と する 。

・ ただし 、 新築等によ り 当該直前の事業年度がない場合にあっ ては、 申請日を 含む事業年度における

集会（ 総会） において決議さ れた収支予算書において区分経理さ れているこ と を確認する も のと す

る 。

②
修繕積立金会計から 他の会計への充当がさ れ

ていないこ と 。
・ 修繕積立金会計から 他の会計への充当がさ れていないこ と 。

・ 貸借対照表及び収支計算書において、 修繕積立金会計における 支出の費目が、 マン ショ ン 標準管理規約（ 単棟型） 第28  条に

定める 経費に関する 会計以外の会計へ充当さ れていないこ と を 確認する 。

・ ・ 期修繕計画上の修繕積立金よ り も 多く 積み立てら れ、 余剰が発生し ている 場合であっ ても 、 他の

会計への充当や区分所有者への還元（ 払い戻し ） を 行っ ている 場合には、 基準に適合し ないこ と と す

る 。

③

直前の事業年度の終了の日時点における 修繕

積立金の３ か月以上の滞納額が全体の１ 割以

内である こ と 。

・ 当該直前の事業年度の各月におい

て組合員が滞納し ている 修繕積立金

の額を 確認する こ と ができ る 書類

・ 認定申請日の属する 事業年度の直

前の事業年度の集会において決議さ

れた管理組合の貸借対照表及び収支

計算書

※当該直前の事業年度がない場合に

は、 申請日を 含む事業年度における

集会において決議さ れた収支予算書

① 直前の事業年度において各戸から 徴収すべき 修繕積立金の総額

② 直前の事業年度において滞納期間が３ か月以上の滞納が生じ て

いる 修繕積立金の総額

③ 上記②の金額を ①の金額で除し た割合が１ 割以内である こ と 。

① 直前の事業年度において各戸から 徴収すべき 修繕積立金の総額を 確認する 。

② 当該直前の事業年度において組合員が滞納し ている 修繕積立金の総額を 確認する こ と ができ る 書類から 、 滞納期間が３ か月

以上と なっ ている 額を 確認する 。

・ 「 全体」 と は、 直前の事業年度において各戸から 徴収すべき 修繕積立金の総額を 指す。

・ 「 ３ か月以上の滞納」 と は、 直前の事業年度において、 支払い期限から ３ か月以上の滞納が生じ て

いる 修繕積立金の総額を 確認する も のと する 。 さ ら に、 同一住戸で３ か月以上の滞納が２ 回以上生じ

た場合はその滞納額の累計分を 対象と する 。

・ 貸借対照表及び収支計算書では、 直前の事業年度において組合員が滞納し ている 修繕積立金の総額

は確認でき るも のの、 滞納月別の情報が掲載さ れていない場合も 多いため、 管理会社等から の直近の

月次報告書や各戸の収納状況に関する 書類等において確認する 。

認定基準

確認対象書類

（ １ ） 管理組合の運営

確認事項

確認方法及び留意点

（ ３ ） 管理組合の経理 第３ 号

（ ２ ） 管理規約 第９ 号・ 管理規約の写し

・ 認定申請日の属する 事業年度の直

前の事業年度の集会において決議さ

れた管理組合の貸借対照表及び収支

計算書

※当該直前の事業年度がない場合に

は、 申請日を 含む事業年度における

集会において決議さ れた収支予算書



別紙２

提出が必須である 書類
必要に応じ て提出が

必要と なる 書類

関係規程

（ 省令第１ 条の２

第１ 項）

確認方法 留意点
認定基準

確認対象書類

確認事項

確認方法及び留意点

①

・ 期修繕計画が「 ・ 期修繕計画標準様式」 に

準拠し 作成さ れ、 ・ 期修繕計画の内容及びこ

れに基づき 算定さ れた修繕積立金額について

集会にて決議さ れているこ と 。

・ ・ 期修繕計画の写し

・ 当該・ 期修繕計画の作成又は変更

を 決議し た総会の議事録の写し

※管理規約で別段の定めを し た場合

は、 管理規約の写し 及びその定める

と こ ろ によ り 当該・ 期修繕計画を 作

成し 、 又は変更し たこ と を 証する 書

類

・ ・ 期修繕計画が「 ・ 期修繕計画標準様式」 に準拠し て作成さ れて

いる こ と 。

・ ・ 期修繕計画の内容及びこ れに基づき 算定さ れた修繕積立金額に

ついて集会（ 総会） にて決議さ れている こ と 。

・ ・ 期修繕計画を 「 ・ 期修繕計画作成ガイ ド ラ イ ン 」 の・ 期修繕計画標準様式において示し ている 考え方に基づいて・ 期修繕

計画を 作成し ている こ と を 確認する 。 具体的には、 少なく と も 、 以下の①から ⑩の内容が全て盛り 込まれている こ と を 確認す

る 。

①修繕工事の内容（ 19  工事項目（ 表外の注４ を 参照のこ と 。 ） ）

②修繕工事の概算費用

③修繕工事のおおよ その実施時期

④修繕積立金の月当たり ㎡単価

⑤・ 期修繕計画書の計画期間が30 年以上の設定期間である こ と 。

⑥申請日以降の残存期間において大規模修繕工事を ２ 回以上含むこ と 。

⑦計画期間当初における 修繕積立金の残高

⑧計画期間全体で集める 修繕積立金の総額

⑨計画期間全体における 専用使用料等から の繰入額の総額

⑩（ 借入れがある 場合） 借入れの状況

・ 修繕工事に要する 修繕積立金の金額の妥当性は（ ４ ） ⑤「 ・ 期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金の総額から 算定さ れ

た修繕積立金の平均額が著し く 低額でないこ と 」 で確認する ため、 本項目では審査の対象外と なる 。

・ 19 工事項目に記載さ れた工事が、 修繕周期が・ 期である こ と などから 計画期間内に行われない予定である 場合には、 ・ 期修

繕計画等の提出書類に参考情報と し てその旨を記載し 、 当該工事の予定時期及び推定修繕工事費を 確認する 。

・ ・ 期修繕計画の記載内容から 修繕積立金の算出根拠が確認でき 、 ・ 期修繕計画全体と し て整合が図ら れている こ と を 確認す

る 。

・ 集会（ 総会） の議事録の写し において、 ・ 期修繕計画の作成・ 変更が集会（ 総会） の議案と し て上程さ れ、 ・ 期修繕計画の

内容及び修繕積立金額について議決を 経ているこ と を 確認する 。

・ 19  工事項目（ 表外注４ ） の有無を 確認する 。 なお、 19 工事項目のう ち、 該当する 設備等を 有し な

いマンショ ンは、 ・ 期修繕計画等の提出書類にその旨の記載があるこ と を確認する 。

・ ・ 期修繕計画の作成・ 変更に係る 業務が管理会社に委託する 管理業務の一環と し て実施さ れ、 管理

委託費に当該業務に係る 報酬が含ま れる 場合は、 19  工事項目のう ち 、 「 ・ 期修繕計画作成費用」 の項

目が割愛さ れている場合がある ため、 ・ 期修繕計画書等の提出書類にその旨の記載がある こ と を 確認

する 。

②
・ 期修繕計画の作成又は見直し が７ 年以内に

行われている こ と

・ ・ 期修繕計画の作成又は変更を 決

議し た総会の議事録の写し

・ ・ 期修繕計画の作成又は変更に係る 集会（ 総会） の議決日が認定

申請日以前７ 年以内である こ と 。

・ 集会（ 総会） の議事録の写し において、 ・ 期修繕計画の作成・ 変更が集会（ 総会） の議案と し て上程さ れ、 ・ 期修繕計画の

内容及び修繕積立金額について集会（ 議決） を経ている こ と を 確認する 。

・ ・ 期修繕計画の作成・ 変更に係る 集会（ 総会） の議決日が、 認定申請日以前７ 年以内である こ と を 確認する 。

③

・ 期修繕計画の実効性を確保する ため、 計画

期間が30  年以上で、 かつ、 残存期間内に大規

模修繕工事が２ 回以上含ま れるよ う に設定さ

れている こ と 。

・ ・ 期修繕計画の写し

・ マンショ ン の除却その他

の措置の実施が予定さ れて

いる 場合は、 その実施時期

が議決さ れた総会の議事録

の写し 等

・ 計画期間が30 年以上である こ と 。

・ 残存期間内の大規模修繕工事の回数が２ 回以上である こ と 。

・ 修繕工事の内容が大規模修繕工事に該当する こ と 。

・ 認定申請日から 当該計画期間の終了の日までの間にマン ショ ン の

除却等の措置が予定さ れている 場合は、 その実施時期が適切に定め

ら れている こ と 。

・ ・ 期修繕計画の計画期間が30  年以上である こ と を 確認する 。

・ 認定申請日時点において、 ・ 期修繕計画に記載さ れた大規模修繕工事の予定時期が当該計画期間の終了の日までに２ 回以上

含まれている こ と を 確認する 。

・ 建替えや再開発、 定期借地権の期間満了に伴いマン ショ ン の除去等が予定さ れている 場合には、 予定時期が議決さ れた集会

（ 総会） の議事録の写し や・ 期修繕計画の写し 等の提出書類で除去予定時期を 確認する 。

・ 「 大規模修繕工事」 は、 省令第１ 条の４ 第２ 号で「 マン ショ ン の建物の外壁について行う 修繕又は

模様替えを 含む大規模な工事」 と 定義と さ れている 。

・ 「 残存期間」 の起算日は、 本項目が認定申請日以降に２ 回以上の大規模修繕工事が予定さ れている

こ と を確認する 趣旨である こ と を 踏まえて、 認定申請日と する 。 そのため、 本項目の認定基準を 満た

すためには計画期間の見直し が必要と なる 場合がある 。

・ 認定申請日現在で大規模修繕工事を 実施中である 場合は、 残存期間に予定さ れている 工事の回数に

当該大規模修繕工事も 含まれる 。 なお、 工事完了後に申請を する 場合には、 原則と し て、 残存期間に

予定さ れている 大規模修繕工事の回数に当該工事は含まれない。

④
・ 期修繕計画において将来の一時的な修繕積

立金の徴収を 予定し ていないこ と 。

・ ・ 期修繕計画において将来の一時金の徴収が予定さ れていないこ

と 。

・ ・ 期修繕計画において、 将来の一時的な修繕積立金の徴収がないこ と を 確認する 。

・ 「 将来の一時的な修繕積立金の徴収」 と は、 下記①及び②のいずれにも 該当する 修繕積立金の徴収であり 、 こ れに該当する

修繕積立金の徴収が・ 期修繕計画において予定さ れていないこ と を 確認する 。

① 大規模修繕工事を 開始する 事業年度の前々年度の開始日から 、 工事を 完了し た事業年度の翌々年度の終了日までの修繕積立

金総額の増額幅が２ 倍以上と なっ ているこ と 。

② ①の増額期間が大規模修繕工事の開始の前々年度以降から 工事完了の翌々年度以前ま でに限っ たも のである こ と 。

・ ・ 期修繕計画において将来の一時金の徴収を 予定し ていなかっ たが、 不測の事態が発生し た場合(災

害による 建物破損に対し て緊急的に復旧工事が必要と なっ た場合など )において、 管理組合の判断に

よ っ て一時金を 徴収し たマン ショ ン について、 原則と し て、 こ れによ っ て認定を取り 消さ ないも のと

する 。

⑤

・ 期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金

の総額から 算定さ れた修繕積立金の平均額が

著し く 低額でないこ と 。

・ 修繕積立金ガイ ド ラ イ ン

を 基に設定する 水準を 下回

る 場合は、 専門家によ る 修

繕積立金の平均額が著し く

低額でない旨の理由書

・ 計画期間全体での修繕積立金の総額から 算定さ れた修繕積立金の

平均額が、 「 マン ショ ン の修繕積立金に関する ガイ ド ラ イ ン 」 （ 国

土交通省） で示す金額の目安を 設定する 際に参考と し た事例の３ 分

の２ が包含さ れる 幅の下限値を 上回っ ている こ と 。

・ 計画期間全体での修繕積立金の総額から 算定さ れた修繕積立金の平均額は、 下記の計算式によ り 算出する （ 機械式駐車場部

分を 除く ） 。

【 計算式】

計画期間全体における 月当たり の修繕積立金の平均額＝（ Ａ ＋Ｂ ＋Ｃ ） ÷Ｘ ÷Ｙ

Ａ : 計画期間当初における 修繕積立金の残高（ 円）

Ｂ : 計画期間全体で集める 修繕積立金の総額（ 円）

Ｃ : 計画期間全体における 専用使用料等から の繰入額の総額（ 円）

Ｘ : マン ショ ン の総専有床面積（ ㎡） Ｙ : ・ 期修繕計画の計画期間（ ヶ 月）

・ 上記計算式によ り 算出し た計画期間全体における 月当たり の修繕積立金の平均額と 、 「 マン ショ ン の修繕積立金に関する ガ

イ ド ラ イ ン 」 に示さ れた金額の目安を 設定する際に参考と し た事例の３ 分の２ が包含さ れる 幅の下限値を 比較し 、 下限値を 上

回っ ていれば本項目の基準を 満たすも のと する。

＜機械式駐車場が設置さ れている場合＞

・ 申請の対象である マン ショ ン に機械式駐車場がある 場合には、 「 マン ショ ン の修繕積立金に関する ガイ ド ラ イ ン 」 に示さ れ

た修繕積立金の平均額の目安に、 機種や設置台数に応じ て、 １ 台当たり の月額の修繕工事費から 算出さ れる 単価を 加算する 必

要がある 。

・ 目安の額に加算する 単価は、 下記の計算式で算出する 。

【 計算式】

機械式駐車場がある 場合の加算額（ 円） ＝

 機械式駐車場の１ 台当たり の修繕工事費（ 円／台・ 月）  × 機械式駐車場の台数 ÷ マンショ ンの総専有床面積

＜上記の下限値を 下回る 場合＞

専門家から の理由書が提出さ れている こ と を 確認する 。

・ マンショ ンの修繕積立金に関する ガイ ド ラ イ ン で示す下限値を 下回る 場合、 専門家が作成し た理由

書により 、 認定基準への適合性を 確認する 。

・ 理由書を 作成するこ と ができ る 専門家は、 管理組合の資金計画、 修繕に係る 費用や工事の内容を 把

握し ている マン ショ ン 管理士のほか、 以下の資格保有者と する 。

建築士法（ 昭和25年法律第202号） 第３ 条第１ 項各号に掲げる 建築物にあっ ては一級建築士（ 同法第

２ 条第２ 項に規定する 一級建築士を いう 。 以下同じ 。 ） 、 建築基準適合判定資格者（ 建築基準法（ 昭

和25年法律第201号） 第77条の60に規定する 建築基準適合判定資格者を いう 。 以下同じ 。 ） その他国

土交通大臣が定める者が、 建築士法第３ 条の２ 第１ 項各号に掲げる建築物にあっ ては一級建築士、 二

級建築士（ 建築士法第２ 条第３ 項に規定する 二級建築士を いう 。 以下同じ 。 ） 、 建築基準適合判定資

格者その他国土交通大臣が定める 者が、 その他の建築物にあっ ては一級建築士、 二級建築士、 木造建

築士（ 建築士法第２ 条第４ 項に規定する 木造建築士を いう 。 ） 、 建築基準適合判定資格者その他国土

交通大臣が定める 者

⑥

・ 期修繕計画の計画期間の最終年度におい

て、 借入金の残高のない・ 期修繕計画と なっ

ている こ と 。

・ 最終年度において借入金の残高が予定さ れていないこ と 。

・ ・ 期修繕計画において、 最終年度に借入金の返済が終了し ている 計画と なっ ている こ と を 確認する 。

・ ただし 、 実際に計画期間中に借入金が返済さ れる 見通し が立っ ている こ と について、 返済計画や残高表等によ る 確認ま では

行わない。

①

管理組合がマン ショ ン の区分所有者等への平

常時における 連絡に加え、 災害等の緊急時に

迅速な対応を 行う ため、 組合員名簿、 居住者

名簿を 備えていると と も に、 １ 年に１ 回以上

は内容の確認を 行っ ている こ と 。

組合員名簿（ 区分所有者名簿） 及び

居住者名簿を 備える と と も に、 年１

回以上更新し ている こ と を 確認する

こ と ができ る 書類（ こ れら の名簿を

備える と と も に、 年１ 回以上更新し

ている こ と に関する 表明保証書等）

第８ 号
・ 組合員名簿（ 区分所有者名簿） 及び居住者名簿を 備えている と と

も に、 年１ 回以上更新し ている こ と 。

・ 組合員名簿（ 区分所有者名簿） 及び居住者名簿を 備える と と も に、 年１ 回以上更新し ている こ と を 確認する こ と ができ る 書

類と し て、 組合員名簿（ 区分所有者名簿） 及び居住者名簿を 備える と と も に、 年１ 回以上更新し ている こ と に関する 管理組合

から の表明保証書等が考えら れ、 当該表明保証書において、 次の２ 点を 確認する こ と 。

①「 組合員名簿（ 区分所有者名簿） 及び居住者名簿を 備える と と も に、 年１ 回以上更新し ている 」 旨の記載がある こ と 。

②マン ショ ン の名称、 所在地が記載さ れているこ と 。

・ 本項目の認定基準を 満たす場合は、 組合員名簿（ 区分所有者名簿） 及び居住者名簿の双方が整備さ

れている 場合であり 、 いずれか一方のみが整備さ れている 場合は本項目に該当し ていない。

・ 名簿の更新と は、 名簿の内容を 確認の上、 名簿の内容に変更があれば名簿に反映し ている 作業を １

年に１ 回以上行っ ている こ と を 指す。 なお、 名簿に記載する 内容は、 氏名、 連絡先、 固定電話・ 携帯

電話・ メ ールアド レス等が考えら れる 。

・ 団地型マンショ ンや複合用途型マン ショ ン の場合は、 全体管理組合、 住宅管理組合の組合員名簿

（ 区分所有者名簿） を 備える と と も に、 年１ 回以上更新し ている 必要がある 。

②
都道府県等マン ショ ン 管理適正化指針に照ら

し て適切なも のである こ と 。
・ 認定基準（ １ ） から （ ５ ） ①までに適合し ている こ と 。

［ 確認方法及び留意点］

注１ : 上記の「 確認方法及び留意点」 の内容は、 「 マン ショ ン の管理の適正化の推進に関する 法律第５ 条の３ に基づく マン ショ ン の管理計画認定事務ガイ ド ラ イ ン 」 （ 令和３ 年11月国土交通省作成。 以下の注記において「 同ガイ ド

ラ イ ン 」 と いう 。 ） に準拠する 内容である 。 同ガイ ド ラ イ ン に記載さ れている 図表等の内容は省略し て上表を 作成し ている ため、 適宜同ガイ ド ラ イ ンを 参照する こ と 。

（ ４ ）
・ 期修繕計画の

作成、 見直し 等
第２ 号

（ ５ ） その他

・ ・ 期修繕計画の写し

［ 確認対象書類］ 注: 上記の「 提出が必須である 書類」 のほか、 省令第１ 条の２ 第１

項第１ 号の規定によ り 、 認定の申請決議し た集会の議事録の写し 等の提出が必要であ

る 。

注３ : 公益財団法人マン ショ ン 管理センタ ー（ 法第91条に規定する マン ショ ン 管理適正化推進セン タ ーを いう 。 ） が発行する 適合証（ 法第５ 条の４ に基づく 管理計画の認定の基準に適合するこ と を示す書類） の提出があっ た場合に

は、 申請に係る 管理計画が表中の（ １ ） から （ ５ ） まで認定基準に適合する こ と がの実質的に確認さ れたも のと みなせる こ と に留意し て審査を行う こ と 。

注４ : 19  工事項目と は、 ・ 期修繕様式様式第４ －１ 号の推定修繕工事項目における 19の 工事項目をいう 。

注２ : 上表に記載し た確認方法は、 同ガイ ド ラ イ ン に記載さ れた標準的なも のである 。 こ れら の方法によ る 確認が困難な場合には、 その他の適切な方法によ り 確認を 行う も のと する 。



第１ 号様式（ 第２ 関係）

事務処理管理簿

金額 納付書発行日 納付日 納付確認日 町村 マ ン ショ ン 管理セン タ ー

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

手数料関係
マン ショ ン 名申請の別申請日通番 所在地 備考審査結果 認定日

認定期間の

満了日
公開可否

認定情報提供日
認定コ ード



第２ 号様式（ 第４ 関係）

様

東京都知事

４ 　 不認定の理由

（ 教示）

１ 　 申請者の氏名又は名称及び法人にあっ ては、 その代表者の氏名

２ 　 マンショ ンの所在地

記

（ 担当）

不認定通知書

第　 　 号

年　 月　 日

　 こ の決定に不服がある 場合には、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て3月以内
に、 東京都知事に対し て審査請求を する こ と ができ ます( なお、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の
翌日から 起算し て3月以内であっ ても 、 こ の決定の日の翌日から 起算し て1年を 経過する と 審査請求を
する こ と ができ なく なり ます。 ) 。

１

　 こ の決定については、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内に、 東京都を
被告と し て( 訴訟において東京都を 代表する 者は東京都知事と なり ます。 ) 、 処分の取消し の訴えを 提
起する こ と ができ ます( なお、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内であっ て
も 、 こ の決定の日の翌日から 起算し て1年を 経過する と 処分の取消し の訴えを 提起する こ と ができ な
く なり ます。 ) 。 ただし 、 上記1の審査請求を し た場合には、 当該審査請求に対する 裁決があっ たこ と
を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内に、 処分の取消し の訴えを 提起する こ と ができ ます( なお、 当
該審査請求に対する 裁決があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内であっ ても 、 当該裁決
の日の翌日から 起算し て1年を 経過する と 処分の取消し の訴えを 提起する こ と ができ なく なり ま
す。 ) 。

2

　 　 　 年　 月　 日付けで申請のあっ た下記管理計画について、 マンショ ンの管理の適正化の推
進に関する法律第５ 条の４ の規定に基づく 認定（ 同法第５ 条の６ 第２ 項又は第５ 条の７ 第２ 項
において準用する場合を 含む。 ） を し ませんので、 通知し ます。

３ 　 管理組合の名称



記

理由

第３ 号様式（ 第６ 関係）

殿

　 　 　 年　 月　 日付けで申請し た管理計画の　 　 　 　 　 　 に係る申請について、 下記の理由に

東京都知事

申請者の住所又は主たる 事務所の所在地
申請者の氏名又は名称及び法人にあっ ては、 そ
の代表者の氏名
申請者の連絡先

より 取り 下げたいので、 届け出ます。

取下げ書

年　 月　 日

認定

更新

変更



第４ 号様式（ 第９ 関係）

様

東京都知事

管理の状況に係る報告徴収について

第　 　 号

年　 月　 日

（ 担当）

１ 　 認定年月日及び認定コ ード

２ 　 マンショ ンの名称

３ 　 マンショ ンの所在地

年 月 日認定年月日

認定コ ード

　 マンショ ンの管理の適正化に関する法律第５ 条の８ の規定に基づき 、 下記のと おり 、 管理計
画認定マンショ ンの管理の状況について報告を求めます。

　 なお、 こ の報告がない場合、 同法第５ 条の10の規定により 、 管理計画の認定を 取り 消すこ と
があり ますので、 御留意く ださ い。

５ 　 報告の期限

４ 　 報告を 求める事項（ 報告内容を 確認するための書類を 添付し てく ださ い。 ）



　 管理計画の認定を 行っ た下記マンショ ンについて、 当該管理計画に従っ て管理を 行っ ていな
いと 認めら れるこ と から 、 その改善のため以下のと おり 必要な措置を 講ずるよう 、 マンショ ン
の管理の適正化に関する 法律第５ 条の９ の規定に基づき 命令し ます。

第５ 号様式（ 第10関係）

様

東京都知事

改善命令書

第　 　 号

年　 月　 日

　 なお、 こ の命令に反し た場合、 同法第５ 条の10条の規定により 、 管理計画の認定を 取り 消す
こ と があり ます。

１ 　 認定年月日及び認定コ ード

認定年月日 年 月 日

６ 　 措置を 講ずる期限

（ 担当）

５ 　 命令に至っ た理由

記

２ 　 マンショ ンの名称

３ 　 マンショ ンの所在地

４ 　 命令に係る措置の内容

認定コ ード



（ 教示）

１ 　 こ の決定に不服がある 場合には、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て3月以内
に、 東京都知事に対し て審査請求を する こ と ができ ます( なお、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の
翌日から 起算し て3月以内であっ ても 、 こ の決定の日の翌日から 起算し て1年を 経過する と 審査請求を
する こ と ができ なく なり ます。 ) 。

2 　 こ の決定については、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内に、 東京都を
被告と し て( 訴訟において東京都を 代表する 者は東京都知事と なり ます。 ) 、 処分の取消し の訴えを 提
起する こ と ができ ます( なお、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内であっ て
も 、 こ の決定の日の翌日から 起算し て1年を 経過する と 処分の取消し の訴えを 提起する こ と ができ な
く なり ます。 ) 。 ただし 、 上記1の審査請求を し た場合には、 当該審査請求に対する 裁決があっ たこ と
を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内に、 処分の取消し の訴えを 提起する こ と ができ ま す( なお、 当
該審査請求に対する 裁決があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内であっ ても 、 当該裁決
の日の翌日から 起算し て1年を 経過する と 処分の取消し の訴えを 提起する こ と ができ なく なり ま
す。 ) 。



年　 月　 日

申請者の住所又は主たる 事務所の所在地
申請者の氏名又は名称及び法人にあっ ては、 そ
の代表者の氏名
申請者の連絡先

（ 担当）

第６ 号様式（ 第11関係）

管理計画認定マンショ ンの管理を取り やめる旨の
申出書

日

認定コ ード

東京都知事 殿

※　 こ の申出について決議し た集会の議事録の写し を 添付し てく ださ い。

　 管理計画認定マンショ ンの管理を 取り やめたいので、 下記のと おり 届け出ます。

２ 　 マンショ ンの名称

３ 　 マンショ ンの所在地

４ 　 管理を 取り やめる 理由

記

１ 　 認定年月日及び認定コ ード

認定年月日 年 月



　 マンショ ンの管理の適正化の推進に関する 法律第５ 条の10第１ 項の規定に基づき 、 下記の認
定を 取り 消し たので、 同条第２ 項の規定に基づき 通知し ます。

１ 　 認定年月日及び認定コ ード

２ 　 マンショ ンの名称

３ 　 マンショ ンの所在地

４ 　 取り 消し た理由

（ 教示）

第７ 号様式（ 第11関係）

取消し 通知書

様

東京都知事

第　 　 号

年　 月　 日

１ 　 こ の決定に不服がある 場合には、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て3月以内
に、 東京都知事に対し て審査請求を する こ と ができ ます( なお、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の
翌日から 起算し て3月以内であっ ても 、 こ の決定の日の翌日から 起算し て1年を 経過する と 審査請求を
する こ と ができ なく なり ます。 ) 。

2 　 こ の決定については、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内に、 東京都を
被告と し て( 訴訟において東京都を 代表する 者は東京都知事と なり ます。 ) 、 処分の取消し の訴えを 提
起する こ と ができ ます( なお、 こ の決定があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内であっ て
も 、 こ の決定の日の翌日から 起算し て1年を 経過する と 処分の取消し の訴えを 提起する こ と ができ な
く なり ます。 ) 。 ただし 、 上記1の審査請求を し た場合には、 当該審査請求に対する 裁決があっ たこ と
を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内に、 処分の取消し の訴えを 提起する こ と ができ ます( なお、 当
該審査請求に対する 裁決があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 起算し て6月以内であっ ても 、 当該裁決
の日の翌日から 起算し て1年を 経過する と 処分の取消し の訴えを 提起する こ と ができ なく なり ま
す。 ) 。

認定年月日 年 月 日

認定コ ード


